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木造住宅密集地域の分布状況  

東京都都市整備局「防災都市づくり推進計画」（平成 22 年 1 月改訂）より 
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昭和 55 年以前木造建物棟数密度の状況
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東京都都市整備局「防災都市づくり推進計画」（平成 22 年 1 月改訂）より 
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道路混雑時の平均旅行速度（他都市との比較）
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東京都建設局概要2010（平成17年度　全国道路交通情勢調査）により作成
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東京都における混雑時平均旅行速度の関東平均比及び全国平均比の推移（一般道）
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国土交通省「道路交通センサス」（平成17年度）より作成
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首都圏の渋滞による損失額等

【都道府県別１ｋｍ当たり渋滞損失額】

国土技術政策総合研究所「東京圏における社会資本の効用」（平成17年7月）より転載
国土交通省道路局ホームページより転載
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東京都建設局「東京都道路現況調書　平成21年度」より作成 ※道路率：行政面積中に占める道路面積の割合

道路率の国内都市比較
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「東京都の道路２０００」により作成 ※2009.4時点で東京都（区部）は16.2%

道路率の海外都市比較
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環状道路の整備状況（海外都市比較図）

東京 ロンドン パリ

2010年4月 2007年 2009年
計画延長 供用延長 整備率 計画延長 供用延長 整備率 計画延長 供用延長 整備率
約520km 約245km 約47% 188km 188km 100% 313km 267km 85%

ベルリン 北京 ソウル

2007年 2009年 2007年
計画延長 供用延長 整備率 計画延長 供用延長 整備率 計画延長 供用延長 整備率
223km 217km 97% 433km 433km 100% 168km 168km 100%

国土交通省（関東地方整備局道路部）ホームページより作成
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◆※印区間の開通年度については現在検討中
◆未開通区間のIC・JCT名は仮称（つくば中央ICを除く）
◆開通目標は2010年4月時点（圏央道つくば中央IC～つくばJCTは4月24日開通）
◆３環状（三環状）とは、「圏央道（首都圏中央連絡自動車道）」、
「外環（東京外かく環状道路）」、「中央環状（首都高速道路中央環状線）」の３つの環状道路の総称。

国土交通省ホームページより

３環状道路の開通目標
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東京圏
３１区間
大阪圏
２０区間
名古屋圏
８区間

（東京圏）

：輸送人員（指数：
昭和50年度＝100）

：混雑率（％）

：輸送力（指数：昭
和50年度＝100）

東京圏　３１区間
大阪圏　２０区間
名古屋圏　８区間

：混雑率（％）

（大阪圏） （名古屋圏）

：輸送力（指数：昭和50年度＝100）
：輸送人員（指数：昭和50年度＝100）

三大都市圏の最混雑区間における平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移

国土交通省ホームページ鉄道局「都市鉄道の整備」より転載 10



平成20年度　国土交通白書（参考資料編）により作成

鉄道混雑率の海外都市比較
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運輸振興協会発行　国土交通省監修：
数字で見る関東の運輸の動き2009により作成

※「都市交通年報」に記載のある路線のうち、主要31区間及び最混雑1時
間当たりの輸送量が3万人を超える路線について国土交通省資料に基づ
き記載

路線別混雑率の推移
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％
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多摩方面
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その他

路線別混雑率ワースト順位（2007年）

ワースト
順　　位

方面
最混雑区間の
混雑率（％）

第１位 その他 ＪＲ 京浜東北線 209 上野 → 御徒町

第２位 千葉 ＪＲ 総武線緩行 206 錦糸町 → 両国

第３位 その他 ＪＲ 山手線 205 上野 → 御徒町

第４位 埼玉 ＪＲ 埼京線 200 板橋 → 池袋

第５位 神奈川 民鉄 東急田園都市線 198 池尻大橋 → 渋谷

〃 多摩 ＪＲ 中央線快速 198 中野 → 新宿

〃 千葉 ＪＲ 京葉線 198 葛西臨海公園 → 新木場

路線名 最混雑区間
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日本人海外旅行者数・訪日外国人旅行者数の推移

（資料）平成21年版観光白書より作成
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国際旅行収入ランキング（平成19年）

（注） 1　世界観光機関（UNWTO）資料に基づき（独）国際観光振興機構（JNTO）作成。
2　本図の数値は2008年10月時点の暫定値である。（　）は2007年の数値が公表されていないため、2006年の数値を利用した。
3　本図の国際旅行収入には、国際旅客運賃が含まれていない。

（資料）平成21年版観光白書より作成
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海外主要都市別国際会議開催件数(2008年）
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日本政府観光局　2008年国際会議統計より作成
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外資系企業数の推移

経済産業省「外資系企業動向調査」より作成
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（社）
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東京都

埼玉県
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神奈川県

愛知県

大阪府

≪調査対象企業≫
　３月末時点で以下の条件を満たす企業（金融・保険業、不動産業を除く）
（１）外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している企業
（２）外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している持ち株会社が
出資する企業であって、外国投資家の直接出資比率及び間接出資比率の
合計が３分の１超となる企業
　いずれの場合も、外国側筆頭出資者の出資比率が１０％以上であること

1,434

1,678

2,230

2,948

988

1,161

1,564

2,018

大阪府　　　131
神奈川県　 127
千葉県        23
愛知県        18
埼玉県        15

神奈川県   174
大阪府      119
千葉県        28
埼玉県        18
愛知県        18

神奈川県   224
大阪府      147
愛知県        35
千葉県        34
埼玉県        25

神奈川県   289
大阪府      187
千葉県        61
埼玉県        54
愛知県        54
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東京都における地域の活動に関する意識調査

地域への親しみ 自治会組織の有無 地域の活動や行事への参加

Ｑ２：あなたは、住んでいる地域に対して親しみ
を感じますか。

Ｑ４：あなたのお住まいの地域には、自治会組織
（自治会、町内会、町会など）がありますか。

Ｑ６：あなたは、お住まいの地域の次のような活動や行事
（防犯活動への参加を除く）に参加していますか。

（ｎ＝486） （ｎ＝486） （ｎ＝486）

隣人との関わり 自治会活動の活発さ

Ｑ３：あなたは、隣近所（両隣と向こう三軒程
度）にお住まいの方々とどのようにお付き合いを
されていますか。

Ｑ５：（Ｑ４で「ある」と答えた方へ）あなたの
お住まいの地域では、自治会組織の活動は活発に
おこなわれていますか。

（ｎ＝486） （ｎ＝486）

東京都が実施した「インターネット都政モニターアンケート結果（平成16年度）」より作成
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人のつながりに関する意識調査
（人との望ましい付き合い方）

「平成19年版国民生活白書（つながりが築く豊かな国民生活）」より作成

「地域」、「職場」においては、全面的な深いつながりを求める意識が総じて弱ま
り、その一方で適度に距離を置いた緩やかなつながりを求める意識が強まっている
と考えられる。
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人のつながりに関する意識調査
（近所付き合いの程度の推移）

「平成19年版国民生活白書（つながりが築く豊かな国民生活）」より作成

近所付き合いをどの程度しているか尋ねた結果を見ると、「親しくつき合ってい
る」が75年には52.8％と半数を超えていたが、97年には42.3％に下落している。一
方、「あまりつき合っていない」が同じ時期に11.8％から16.7％に高まるなど、近
隣関係の希薄化を見て取れる。
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人のつながりに関する意識調査
（地域のつながりと治安）

「平成19年版国民生活白書（つながりが築く豊かな国民生活）」より作成

ここ10年間で治安は良くなったか悪くなったか尋ねた結果を見ると、「悪くなったと
思う」と回答した人は、8割を超えている。その理由を見ると「地域社会の連帯意識が
希薄となったから」が49.0％と、地域のつながりの希薄化により地域が防犯機能を果
たさなくなったことを示唆する回答が多かった。
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平成7年＊ 平成12年＊ 平成17年＊ 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年
東 京 都 5.3% 7.2% 8.5% 10.0% 11.9% 12.9% 13.4%
区 部 5.9% 7.9% 9.0% 10.4% 12.1% 13.1% 13.6%
市 部 3.9% 5.5% 7.2% 9.2% 11.2% 12.3% 12.9%
西 多 摩 郡 3.1% 4.4% 6.3% 8.1% 10.2% 11.6% 11.9%
島 部 11.0% 11.8% 14.6% 15.9% 18.1% 19.4% 19.9%

高齢者単身世帯数の割合（予測）

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

平成7年＊ 平成12年＊ 平成17年＊ 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

東京都 区部 市部 西多摩郡 島部

※「東京都世帯数の予測」より作成（「世帯主が65歳以上の地域別単独世帯数/地域別総世帯数）
＊印は国勢調査結果による数値であり、１５歳未満並びに年齢及び分類不詳の世帯を含む。
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●東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報（平成20年度）」より作成

東京都児童相談所内の全相談対応件数に占める虐待相談対応件数の割合の推移
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件 ％
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●対象は、国立・公立・私立の中学校（中等教育学校前期課程は含まない）である。
●文部科学省「平成20年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」、各都府県「学校基本調査報告」より作成

都府県別の中学校の生徒100人当たりの不登校生徒の出現率の推移

全国平均

東京都

埼玉県

千葉県

神奈川県

愛知県

大阪府

2
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3
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4

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

全国平均 東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府

％
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●東京都教育庁「平成20年度における児童・生徒の問題行動等の実態について」により作成

都内公立中学校における不登校生徒数及び生徒100人当たりの出現率の推移
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●東京都教育庁「平成20年度における児童・生徒の問題行動等の実態について」より作成

都内公立高等学校（全日制：定時制）における不登校生徒数及び
生徒100人当たりの出現率の推移
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●東京都教育庁「平成20年度における児童・生徒の問題行動等の実態について」より作成

都内公立小学校・中学校・高等学校における暴力行為発生件数の推移
（平成15年度～20年度）
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●平成17年度まではいじめの発生件数、平成18年度以降はいじめの認知件数として把握。
●数値は、公立小学校・中学校・高等学校・特殊教育諸学校の計である。
●文部科学省「生徒指導上の諸問題の現状について」（平成15年度、16年度）より作成
●文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（平成18年度、19年度、20年度）より作成

都府県別の児童・生徒1000人当たりのいじめの発生・認知件数の推移

全国平均

東京都
埼玉県

千葉県

神奈川県

愛知県

大阪府
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件

※平成18年度にいじめの定義を見直し
●平成17年度まで（いじめの発生件数）
　　「自分より弱い者に対して、一方的に身体的・心理的な攻撃

を継続的に加え、相手が深刻な苦痛を感じているもの」

●平成18年度以降（いじめの認知件数）
　　「当該児童生徒が、一定の人間関係のある者から、心理的・
物理的な攻撃を受けたことにより、精神的な苦痛を感じて
いるもの」
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力向上を図るための調査」より作成

毎日の読書量（都内公立小学校5年生）
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力向上を図るための調査」より作成

毎日の読書量（都内公立中学校2年生（平成16年度のみ3年生））
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力向上を図るための調査」より作成

自分は根気強いほうだと思うか（都内公立小学校5年生）
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力向上を図るための調査」より作成

自分は根気強いほうだと思うか（都内公立中学校2年生（平成16年度のみ3年生））
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力を図るための調査」より作成

将来、社会や人のために役立つ仕事がしたいか（都内公立小学校5年生）
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力を図るための調査」より作成

将来、社会や人のために役立つ仕事がしたいか（都内公立中学校2年生）
（平成16年度のみ3年生）
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中学校・高等学校生徒の私立学校在籍割合の推移

※全国：文部科学省「学校基本調査」より作成
※東京都：東京都総務局「学校基本調査」より作成
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東京の水道施設の年代別整備量

昭和30～40年代に整備した給水所や配水管について更新時期を迎えている。ただし、浄水場と異なり、ある程度の年度間平準化が可能。

※「東京水道長期構想 ＳＴＥＰⅡ」より作成
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浄水場施設能力と更新時期 

 
※ 大規模浄水場は、昭和３０年代後半から昭和４０年代の、高度経済成長期の需要急増に対応するために整備されたものが多く、施設能力全体の約

７割がこの時期に建設されている。浄水場の法定耐用年数は６０年のため、平成３０年代から集中的に更新時期を迎える。 

出所：東京都水道局 東京水道経営プラン 2010 
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出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 40～50 年代には下水道管全延長の約 5 割が建設され、今後、一斉に更新時期を迎える（耐用年数は約５０年） 

今後、耐用年数を超える下水道管が急増 
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（km）

多摩地域の流域下水道幹線の年度別整備延長 

Ｓ43    Ｓ53    Ｓ63    Ｈ10     Ｈ20  

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

昭和４０～５０年代に整備した幹線が、今後、一斉に更新時期を迎える 
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出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

多摩地域の流域下水道施設で耐用年数を超えて使用している割合 

0 

10 

20 

30 

40 

H21 H23 H25 H27 H29 H31 

進行する老朽化

( ％ ) 

39



都営住宅建設年度別区市別ストック状況

（資料）　東京都都市整備局（2008（平成20年）3月31日現在）

（備考）　都営住宅には、一般都営住宅のほか、特定都営住宅、改良住宅
　　　　　再開発住宅、コミュニティ住宅、従前居住者用住宅、更新住宅を含む
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都営住宅等の更新費推計（平成10年7月推計）

注１） 96年度以前の実績推定値及び99年度以降の推計値は、95年度価格で実質化されている。
注２） 97、98年度の金額については便宜上、予算地に置き換えた。従って、その年度の建替事業戸数、住宅改善事業戸数、スーパーリフォーム事

業戸数と更新費とは正しく対応していない。

※「東京都が管理する社会資本の維持更新需要額の将来推計（平成10年7月、東京都政策報道室）」より作成
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更新費（右軸、百万円） 建替事業戸数（左軸、戸数）

住宅改善事業戸数（左軸、戸数） ｽｰﾊﾟｰﾘﾌｫｰﾑ事業戸数（左軸、戸数）

2006年度以降、4,000戸ベースの建替事業を行うとともに、スーパーリフォーム事業を導入する場合
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内閣府「県民経済計算」より作成
注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を選定し、東京都と比較。

県内総生産（名目）の推移
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1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

（百万円）

全国 東京都

埼玉県 千葉県

神奈川県 愛知県

大阪府

521,032,961 520,291,534

85,523,367
（全国比=16.4%）

92,300,479
（全国比=17.7%）

東京都
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注）公務（国家公務、地方公務）を除く
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総務省「平成18年　事業所・企業統計調査報告」より作成

（単位：％）
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経営組織別事業所数の推移（東京都）

資料　東京都「事業所・企業統計調査」
※「東京の産業と雇用就業2009」（産業労働局）より作成
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従業者規模別民営事業所の事業所数、従業者数構成比（2006年）

総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成

事
　
業
　
所
　
数

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

東京都

全国

東京都

全国

（％）

1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人

50～99人 100～199人 200～299人 300人以上 派遣・下請

事
　
業
　
所
　
数

従
　
業
　
者
　
数

60.9 19.2 10.9 3.7 2.6

50～99人・・・・・・・1.6　　　200～299人・・・・・・0.2　　　派遣・下請・・・・・・・0.1
100～199人・・・・・0.6　　　300人以上・・・・・・・0.2

57.0 20.7 11.6 4.1 3.0

50～99人・・・・・・・2.0　　　　300人以上・・・・・・0.4
100～199人・・・・・0.9　　　　派遣・下請・・・・・・0.1
200～299人・・・・・0.3

13.8 13.2 15.5 9.2

10.5

11.710.4 9.0 4.3 12.9

11.1 9.5 11.212.9 8.1 9.7 5.3 21.7

※全国事業所総数＝5,722,559所

※東京都事業所総数＝678,769所

※全国従業者総数＝54,184,428人

※東京都従業者総数＝8,239,042人
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都内地域別、都道府県別会社企業数の構成比（2006年）

東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

都内地域別会社企業数の構成比 都道府県別会社企業数の構成比

都内
会社企業数

255,400社

全国
会社企業数

1,515,835社

区部
８５．３％

市部
１４．３％

郡部
０．３％

島部
０．２％

埼玉県
４．６％

神奈川県
５．７％

その他
５６．２％

東京都
１６．８％

大阪府
７．３％

千葉県
３．３％

愛知県
６．０％

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中か
ら、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を
選定し、東京都と比較。
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）、東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

注）境界未定地域とは、千代田区、中央区、港区の境界未定地、中央防波堤内側・外側埋立地及び鳥島等の所属未定地を指す。

会社企業数（2006年）
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注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の
中から、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、
名古屋市、大阪市を選定し、東京都区部・市
部・郡部・島部と比較。


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（％）
企業数

比率

東京都
企業総数　504,085社
中小企業数　499,289社
中小企業比率　99.0%

区市町村別中小企業数、中小企業比率（2006年）

※企業は会社企業と個人企業の合計。中小企業は、中小企業法の定義による。

東京都「東京の産業と雇用就業2009」から作成

＜参考＞中小企業の定義（中小企業基本法第2条第1項）
区　　分 資本金の額または出資の総額

製造業その他 3億円以下 300人以下
卸　売　業 1億円以下 100人以下

小売業・飲食店 5千万円以下 50人以下
サービス業 5千万円以下 100人以下


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都内地域別、都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比（2006年）

総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）、東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

都内地域別資本金10億円以上の会社企業数の構成比

区部
９６．６％

市部
３．４％

都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比

東京都
４８．７％

その他
２６．８％

大阪府
１０．８％

愛知県
５．４％

神奈川県
４．９％

千葉県
１．８％

埼玉県
１．６％

都内
資本金１０億円以上

会社企業数

２，８９５社

全国
資本金１０億円以上

会社企業数

５，９４５社

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中か
ら、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を
選定し、東京都と比較。
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東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成
注）境界未定地域とは、千代田区、中央区、港区の境界未定地、中央防波堤内側・外側埋立地及び鳥島等の所属未定地を指す。

都内資本金10億円以上の会社企業数（2006年）
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産業大分類別、資本金階級別都内会社企業数の全国比（2006年）

東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

産業大分類別都内会社企業数の全国比
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15.8 14.8 10.5
19.1 17.8

23.6
36.8 39.5
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社
企
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総
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順位 都道府県 倒産件数 発生率
1 長崎県 148 0.719
2 秋田県 112 0.698
3 福井県 113 0.652
4 高知県 78 0.645
5 島根県 70 0.602
6 大阪府 1,316 0.601
7 兵庫県 544 0.588
8 佐賀県 64 0.579
9 山梨県 93 0.574
10 山形県 107 0.571
21 東京都 2,538 0.475

全国 12,116 0.458

（株）東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」、「都道府県別倒産発生率（普通法人）調査」（2007年度）より作成
注）倒産発生率＝個人企業等を除いた普通法人倒産件数（株東京商工リサーチ調べ）÷普通法人の申告法人数（国税庁税務統計速報・平成19年度分）×100

18,735

企業の倒産件数の推移（負債総額１千万円以上）、倒産発生率（普通法人）（2007年度）

218,900
92,505
11,063
16,204

534,752

2,647,369

企業の倒産件数の推移（負債総額１千万円以上） 倒産発生率（普通法人）（2007年度）
普通申告法人数

20,589
16,042
17,339
12,096
11,637

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

（件）

全国 東京都

埼玉県 千葉県

神奈川県 愛知県

大阪府

0.313

0.329

0.380

0.414

0.475

0.571

0.574

0.579

0.588

0.601

0.602

0.645

0.652

0.698

0.719

0.000 0.100 0.200 0.300 0.400 0.500 0.600 0.700 0.800

４７　　愛知県

４５　　千葉県

３９ 神奈川県

３３　　埼玉県

２１　　東京都

１０　　山形県

９　　　山梨県

８　　　佐賀県

７　　　兵庫県

６　　　大阪府

５　　　島根県

４　　　高知県

３　　　福井県

２　　　秋田県

１　　　長崎県

（％）

※普通法人とは、会社
等、相互会社、医療法
人、特定目的会社、中間
法人を含む。

東京都

15,466

13,170

16,146

14,732

2,376

2,8673,115
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）、東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（事業所編・平成18年）より作成
注１）新設（廃業）事業所割合＝2001年調査以後の新設（廃業）事業所数÷2006年調査時点の事業所総数×100
注２）境界未定地域とは、千代田区、中央区、港区の境界未定地、中央防波堤内側・外側埋立地及び鳥島等の所属未定地を指す。

新設・廃業事業所割合（民営事業所）
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（％）

新設事業所割合

廃業事業所割合

≪新設事業所割合　上位１０位≫ ≪廃業事業所割合　上位１０位≫

① 港区 48.6%

② 渋谷区 44.1%

③ 中央区 43.2%

④ 千代田区 40.5%

⑤ 国分寺市 35.5%

⑥ 立川市 35.3%

⑦ 新宿区 33.7%

⑧ 町田市 32.5%

⑨ 武蔵野市 31.1%

⑩ 東大和市 30.1%

① 千代田区 45.8%

② 中央区 45.3%

③ 新宿区 43.4%

④ 渋谷区 43.1%

⑤ 港区 43.0%

⑥ 台東区 37.1%

⑦ 文京区 36.8%

⑧ 豊島区 36.3%

⑨ 多摩市 35.9%

⑩ 中野区 35.2%
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

全国 東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府

（％）

新設事業所割合

廃業事業所割合

注）三大都市圏（首都圏、
中部圏、近畿圏）の中か
ら、埼玉県、千葉県、神奈
川県、愛知県、大阪府を
選定し、東京都と比較。

※境界未定地域を除く ※境界未定地域を除く


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厚生労働省「就職安定業務統計」より作成

都道府県別就職率の推移

27.8
26.8 26.3

28.2

30.2
31.4

32.3 32.2

28.8

25.2

36.5

33.5
32.2

35.1

39.7

41.8

43.6
44.6

42.5

37.2
38.8

36.5

34.7

36.5 36.8

38.6 39.3
40.1

38.7 38.1

5.0

15.0

25.0

35.0

45.0

55.0

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

（％）

全国 東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 福井県 島根県

大阪府　　　23.3
神奈川県　 20.3
愛知県　　　20.3
千葉県　　　19.8
埼玉県　　　19.7
東京都　　　18.9

大阪府　　　22.2
愛知県　　　22.1
神奈川県 　19.7
東京都　　　19.6
千葉県　　　19.1
埼玉県　　　18.8

愛知県　　　22.0
大阪府　　　21.7
神奈川県　 19.2
東京都　　　18.5
千葉県　　　18.5
埼玉県　　　18.2

愛知県　　　24.0
大阪府　　　23.9
神奈川県　 21.6
千葉県　　　20.8
東京都　　　20.4
埼玉県　　　20.3

大阪府　　　26.8
愛知県　　　26.2
千葉県　　　23.4
神奈川県 　23.2
埼玉県　　　23.0
東京都　　　22.5

大阪府　　　29.1
愛知県　　　27.7
神奈川県　 24.8
千葉県　　　24.8
東京都　　　23.5
埼玉県　　　23.5

大阪府　　　30.3
愛知県　　　29.3
埼玉県　　　26.6
千葉県　　　25.2
神奈川県　 25.2
東京都　　　24.7

大阪府　　　30.4
愛知県　　　29.7
千葉県　　　25.9
埼玉県　　　25.1
神奈川県 　24.6
東京都　　　24.0

大阪府　　　28.0
愛知県　　　26.2
千葉県　　　24.2
埼玉県　　　23.3
東京都　　　23.1
神奈川県 　22.5

大阪府　　　22.8
千葉県　　　22.0
愛知県　　　19.3
東京都　　　18.6
神奈川県 　18.6
埼玉県　　　18.4

◇就職率とは
・求職者に対する就職件数の割合をいい、「就職件数」を「新規求職申込件数」で除して算出
◇就職件数とは
・有効求職者が職業安定所の紹介により就職した（他県を含む）ことを確認した件数（臨時・季節雇用を含む）
・件数には、新規学卒者を除きパートタイムを含む（実数）

島根県

福井県

全国
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有効求人倍率の推移（季節調整値・パートタイムを含む）

厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」より作成
注１）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を選定し、東京都と比較。
注２）年度ごとに各月の有効求人倍率を合算し、１２で除算している。

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

（倍）

全国 東京都

埼玉県 千葉県

神奈川県 愛知県

大阪府

1.06

1.68

1.51

1.91 1.91

1.34

愛知県

東京都
0.89

1.21

1.47
1.54

1.38

1.13

全国         0.69
大阪府      0.67
神奈川県   0.66
埼玉県      0.60
千葉県      0.58

大阪府     0.88
全国        0.86
神奈川県  0.83
埼玉県     0.77
千葉県     0.73

大阪府     1.06
神奈川県  1.04
全国        0.99
埼玉県     0.91
千葉県     0.85

大阪府     1.25
全国        1.06
埼玉県     1.03
神奈川県  1.02
千葉県     0.91

大阪府     1.20
全国        1.02
埼玉県     0.99
千葉県     0.94
神奈川県  0.94

大阪府    0.84
全国        0.78
埼玉県     0.77
神奈川県  0.75
千葉県     0.73
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その他
45.5

岐阜県 3.2京都府 3.1
新潟県 2.7 神奈川県

3.8

兵庫県 3.9

静岡県 4.4

埼玉県
 6.0

愛知県
 8.1

東京都
 9.6

大阪府
9.6

事業所数
483,084所

（％）

愛知県
10.2

その他
49.9

神奈川県
5.0

東京都
4.8

兵庫県
4.5

福岡県 2.7

茨城県 3.3

大阪府
 6.5

静岡県 5.3

埼玉県 5.2
従業者数

8,975,620人

千葉県2.7

（％）

愛知県 14.1

その他 45.0

三重県 3.4東京都 3.2

千葉県 4.2

茨城県 3.8

埼玉県 4.5

兵庫県
 4.7

大阪府
 5.4

静岡県
 5.8

神奈川県
6.0

出荷額等
338.9兆円

（％）

製造業の事業所数・従業者数・出荷額等全国比（2007年）

経済産業省「工業統計調査」より作成
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都内製造業（従業者４人以上）の産業中分類別、地域別事業所数の構成比（2007年）

東京都総務局「東京の工業」（平成19年工業統計調査報告）より作成

都内製造業の産業中分類別事業所数の構成比

※従業者４人以上

都内製造業
事業所総数

（従業者4人以上）

18,681事業所

金属製品
１２．８％

印刷・同
関連事業
１９．９％

一般機械
１２．６％

食料品
５．６％

その他
１９産業
４３．６％

電気機械
５．６％

都内製造業の地域別事業所数の構成比

※従業者４人以上

大田区
１１．１％

足立区
７．１％

墨田区
６．８％

飾区
６．３％

江戸川区
６．２％

その他
１８区

４２．４％

都内製造業
事業所総数

（従業者4人以上）

18,681事業所

八王子市
４．０％

青梅市
１．７％

その他
２４市

１２．３％

郡部・島部
２．２％

区部
７９．８％

市部
１８．０％
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都内製造業（従業者４人以上）の産業中分類別、地域別従業者数の構成比（2007年）

東京都総務局「東京の工業」（平成19年工業統計調査報告）より作成

都内製造業の産業中分類別従業者数の構成比

※従業者４人以上

都内製造業
従業者総数

（従業者4人以上）

３７１，２０６人

一般機械
１０．０％

印刷・同
関連事業
１９．１％

食料品
９．５％

輸送用
機械

８．２％

その他
１９産業
４５．４％

電気機械
７．７％

都内製造業の地域別従業者数の構成比

※従業者４人以上

大田区
８．５％

板橋区
６．５％

足立区
４．８％

墨田区
４．６％

江戸川区
３．９％

その他
１８区

３１．２％

八王子市
５．７％

日野市
４．４％

その他
２２市

２１．８％

郡部・島部
２．５％

区部
５９．５％

市部
３８．０％

都内製造業
従業者総数

（従業者4人以上）

３７１，２０６人
府中市
３．１％

青梅市
３．０％
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都内製造業（従業者４人以上）の産業中分類別、地域別製造品出荷額等の構成比（2007年）

東京都総務局「東京の工業」（平成19年工業統計調査報告）より作成

都内製造業の産業中分類別製造品出荷額等の構成比

※従業者４人以上

都内製造業
製造品出荷額等

総額
（従業者4人以上）

10兆6,383億円

一般機械
８．５％

印刷・同
関連事業
１４．９％

輸送用
機械

１４．２％その他
１９産業
４４．２％

電気機械
８．３％

情報通信
機械

１０．０％

都内製造業の地域別製品出荷額等の構成比

都内製造業
製造品出荷額等

総額
（従業者4人以上）

10兆6,383億円

大田区
７．４％ 板橋区

６．６％

江東区
３．４％

墨田区
３．２％

足立区
３．３％

日野市
９．５％

府中市
７．３％

八王子市
６．５％

羽村市
５．７％

昭島市
３．５％

その他
２１市

１７．５％

その他
１８区

２１．７％

郡部・島部
４．４％

区部
４５．５％

市部
５０．０％

※従業者４人以上
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都内製造業の事業所数、従業者数の推移

東京都総務局「東京の工業」（平成20年工業統計調査報告）より作成
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1,500,000
（人）

事業所数（左目盛）

従業者数（右目盛）

事
業
所
数

従
業
者
数

96,635所

40,137所

97,646所

1,074,010人

404,917人

事業所数

従業者数
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製造業の従業員規模別事業所数・出荷額等構成比（東京都・全国2007年）

経済産業省「工業統計調査」より作成

事
業
所
数

出
荷
額
等

1人～3人 59.6

1人～3人 46.5

4人～9人 23.6

4人～9人 24.3

30人～99人 14.8 100人～299人 20.7

300人以上 45.1

300人以上 52.5

 0.6

 2.5

 2.6

 7.3

4.3

10人～19人
9.2

10人～19人
 12.9

 9.4

4.5

 6.4

 3.9

20人～
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埼玉県
12.7

その他
 44.4

京都府
 4.7

愛知県
 6.3

大阪府
 9.2

東京都
 22.6

大阪府
11.4

埼玉県
 7.5

愛知県 6.4

神奈川県3.2

その他
 48.5

東京都
 22.8

外円　事業所数
１６，３２０所

内円　出荷額等
７．０兆円

都道府県別　事業所数・出荷額等構成比 （％）

（従業者４人以上）

その他 22.6

港区 2.6

荒川区 2.9

墨田区 3.0

千代田区 3.3
中央区

4.0 江東区
6.9 文京区

 8.2

北区 9.6

新宿区 17.2

板橋区 19.8

出荷額等
１．６兆円

区市町村別　出荷額等構成比 （％）
（従業者４人以上）

都道府県別　印刷・同関連事業所数・出荷額等構成比、
区市町村別出荷額等構成比（東京都・全国2007年）

経済産業省「工業統計調査」、東京都「東京の工業」より作成
※出荷額等の額が秘匿となっている自治体は、構成比上位５団体（区市町村は上位１０団体）から除く
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長野県
 12.1

神奈川県
 9.7

東京都
 8.0

その他
 29.0

栃木県
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埼玉県
 6.1静岡県

 5.6 福島県
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山形県
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神奈川県 12.5

東京都 11.1
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埼玉県 7.1

福島県 6.7

大阪府 5.0
群馬県

4.1

静岡県
 3.9

兵庫県
 3.4

新潟県
 3.3

その他
 34.7

外円　事業所数
２，２９３所

内円　出荷額等
１３．３兆円

都道府県別　事業所数・出荷額等構成比
（％）(従業者４人以上）

府中市 41.1

日野市 21.9

三鷹市 9.5

小平市 7.5

八王子市4.2

大田区 2.7

昭島市 2.5

町田市 1.8

国分寺市 1.5
羽村市 1.6

その他
 5.6

出荷額等
１．１兆円

区市町村別　出荷額等構成比（従業者数４人以上）
（％）

都道府県別　情報通信機械器具製造業事業所数・出荷額等構成比、
区市町村別出荷額等構成比（東京都・全国２００7年）

経済産業省「工業統計調査」、東京都「東京の工業」より作成
※出荷額等の金額が秘匿となっている自治体は、構成比上位10団体から除く
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東京都 17.5

都道府県別　事業所数・出荷額等構成比
（％）

外円　事業所数
４，２５４所

内円　出荷額等
４．３兆円

(従業者数４人以上）

西東京市 24.8

板橋区 18.6

八王子市 18.1

その他 22.8

大田区4.0青梅市 3.0

多摩市 2.6

町田市 1.9

墨田区 1.5

足立区 1.4
北区 1.3

区市町村別　出荷額等構成比 （％）

出荷額等
０．６兆円

（従業者数４人以上）

都道府県別　精密機械器具製造業事業所数・出荷額等構成比、
区市町村別出荷額等構成比（東京都・全国2007年）

経済産業省「工業統計調査」、東京都「東京の工業」より作成
※出荷額等の額が秘匿となっている自治体は、構成比上位１０団体から除く
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卸売・小売業の事業所数、従業者数、年間商品販売額の全国比（2007年）

経済産業省「商業統計調査」（平成19年）、東京都総務局「商業統計調査報告」（卸売・小売業・平成19年）より作成
注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、名古屋市、大阪市を
　　選定し、東京都（区部・市部・郡部・島部）と比較。
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卸売業の事業所数、年間商品販売額の区市町村別分布状況（2007年）

※「グラフィック　東京の産業と雇用就業2009」より転載 
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卸売業の就業者規模別事業所数、就業者数、年間商品販売額構成比 

（東京都、2007 年）  
    

12.9

7.5

5.7

5.1

4.73.2

10.1

40.0
1.9

就業者数 
 

２人以下
19.3

３～４人
22.1

4.4 

５～９人
25.9

9.8

4.3 

10～19 人
16.6

20～29 人 

7.9

30～49 人 

7.4

10.3
50～99 人 

12.7

2.4

100 人以上 63.6

0 20 40 60 80 100

事業所数 

年間商品 
販売額 

(％)

注   就業者は、従業者に臨時雇用者及び別経営の事業所から派遣され 
    ている人を加え、別経営の事業所に派遣している人を除いたもの。 
資料 東京都「商業統計調査」 

※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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卸売業の業種別年間商品販売額 （東京都、2007 年）  
 
 
 

◇各種商品卸売業とは 

繊維・衣服等卸売業、飲食料品卸売業、建築材料、鉱物・金属材

料等卸売業、機械器具卸売業、その他の卸売業（代理商、仲立業を

除く）の複数にわたり、かつ小分類３項目以上にわたる商品の仕入れ

を行う事業所で、その性格上いずれが主たる事業か判別できない事

業所（従業者は常時 100 人以上のもの） 

≪例≫ 総合商社、貿易商社等 

42.3

6.1

18.7

39.1

36.3

1.3

7.1

14.1

0 10 20 30 40 50

各種商品

繊維・衣服等

飲食料品

建築材料、鉱物・金属材料等

機械器具

家具・建具・じゅう器等

医薬品・化粧品等

他に分類されない卸売業

（兆円）

資料 経済産業省「商業統計調査」 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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世田谷区 5.3
大田区 4.9

足立区 4.6

渋谷区 3.9

杉並区 3.9

その他市町村
24.7

その他区部
52.6

事業所数
10.3万所

その他区部
49.6

その他市町
村27.8

足立区 4.1

大田区 4.1

渋谷区 4.7

新宿区 4.8
世田谷区 4.9

従業者数
77.8万人

その他区部
44.5

その他市町村
22.9

中央区
 8.5 新宿区

7.8
渋谷区

6.6
千代田区 5.2

豊島区 4.5

年間商品
販売額

17.3兆円

その他区部
49.3

その他市町村
27.7

中央区 4.1

足立区 4.3

八王子市 4.6

新宿区 4.9
渋谷区 5.0

売場面積
1,163万㎡

　　　　　都内小売業の区市町村別事業所数、従業者数、年間商品販売額、売場面積構成比（2007年）

経済産業省「商業統計調査」、東京都「東京の産業と雇用就業2009」より作成

（％）

（％）

（％）

（％）
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都内小売業の業種別事業所数、年間商品販売額の全国比（2007年）

資料　経済産業省「商業統計調査」
※「東京の産業と雇用就業2009」より作成

 ◇各種商品小売業とは
　・百貨店、総合スーパー
　・衣食住にわたる各種商品を小売する事業所で、その事業所の性格上
　　いずれが主たる販売商品であるかが判別できない事業所（従業者が
　　常時50人未満のもの）
 ◇その他小売業とは
  ・医薬品、医療品、化粧品、農耕用品、書籍、文房具、時計、楽器など
　　他に分類されない商品を小売する事業所
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都内小売業の業態別事業所数、就業者数、年間商品販売額、売場面積の構成比（2007年）

経済産業省「商業統計調査」（平成19年）より作成

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売場面積

年間商品
販売額

就業者数

事業所数

◇中心店とは
　・衣料品、食料品、住関連の商品を50%以上扱う小売店をいう。

0.03 0.1

2.1
5.3

1.6

6.2
専門店 64.4 20.2 0.1
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東京都産業労働局「平成19年度東京都商店街実態調査報告書」より作成
注）商店街とは、商店街振興組合法に基づく商店街振興組合、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合及び区市町村が商店街として認めた
　　 もの（任意団体）をいう。

都内商店街数（2007年）
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都内商店街における空き店舗の状況（2007年）

東京都産業労働局「平成19年度東京都商店街実態調査報告書」より作成
注）商店街とは、商店街振興組合法に基づく商店街振興組合、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合及び区市町村が商店街として認めた
　　 もの（任意団体）をいう。
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（％）
「ある」と回答した商店街の割合 「ない」と回答した商店街の割合 回答なしの商店街の割合
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東京都産業労働局「平成19年度東京都商店街実態調査報告書」より作成
注）商店街とは、商店街振興組合法に基づく商店街振興組合、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合及び区市町村が商店街として認めた
　　 もの（任意団体）をいう。

現在の空き店舗の以前の業種別店舗数（2007年）
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サービス業の事業所数、従業者数の推移（東京都）
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      資料 総務省「事業所･企業統計調査」 

※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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サービス業の新産業分類中分類別事業所数・従業者数全国比（東京都、2006 年）
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注   第 12 回改定の日本標準産業分類 
資料 総務省「事業所･企業統計調査」 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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32.4

63.4

43.8

 11.5

 27.9

 14.8

東京 34.4

11.4

11.4

9.5

10.8

7.3

 7.9

大阪10.6

6.3

4.6

4.5

 6.6

 7.6

 7.4

 6.1

5.6

3.1

3.4

6.2

 5

 5.7

 6

4

1.6

3.3

5.1

 3.4

 5

 4

40.2

15.8

34.2

63.3

 46.5

その他 59.1

その他 39

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門サービス業
(13.4兆円)

洗濯･理容・美容・浴場業
(6.2兆円)

その他の生活関連サービス業
(6.6兆円)

娯楽業
(32.7兆円)

物品賃貸業
(13.7兆円)

広告業
(９兆円)

その他の事業サービス業
(15.5兆円)

愛知 福岡
埼玉

千葉

神奈川

北海道

サービス業の中分類別都道府県別収入額構成比（2004年）

注　収入額5兆円以上の業種のみ掲載
資料　総務省「サービス業基本調査」
※「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成

情報通信業の都道府県別事業所数の全国比、小分類別都内事業所数（2006年）

東京都
36.0%

大阪府
8.8%

その他
41.9%

神奈川県
4.2%

愛知県
5.3%

福岡県
3.9%

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

(出版業)

（新聞業）

（音声情報制作業）

（映像情報制作・配給業）

映像・音声・文字情報制作業

インターネット附随サービス業

（情報処理・提供サービス業）

（ソフトウエア業）

情報サービス業

放送業

通信業

（所）

※　（　　　）＝小分類

情報通信業の都道府県別事業所数の全国比（2006年） 小分類別都内事業所数（2006年）

情報通信業
事業所総数

５９，３１６所
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成

情報通信業の都道府県別従業者数の全国比、小分類別都内従業者数（2006年）

東京都
47.7%

大阪府
8.9%

その他
29.3%

愛知県
4.4%

神奈川県
6.2%

福岡県
3.6%

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000

(出版業)

（新聞業）

（音声情報制作業）

（映像情報制作・配給業）

映像・音声・文字情報制作業

インターネット附随サービス業

（情報処理・提供サービス業）

（ソフトウエア業）

情報サービス業

放送業

通信業

（人）

※　（　　　）＝小分類

情報通信業の都道府県別従業者数の全国比（2006年） 小分類別都内従業者数（2006年）

情報通信業
従業者総数

１，５９２，１０５人
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経済産業省「平成20年特定サービス産業実態調査（確報）」より作成

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、名古屋市、

　　大阪市を選定し、東京都（２３区）と比較。

情報処理・提供サービス業の事業所数、従業者数、年間売上高の全国比（2008年）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 ２３区 さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 名古屋市 大阪市

(%)

事業所数（棒グラフ・左）

従業者数（棒グラフ・中）

年間売上高（棒グラフ・右）

≪情報処理・提供サービス業≫
　以下の業務を営む事業所
①電子計算機を用いて委託された計算を行うサービス（顧客が自
ら運転する場合を含む）
②電子計算機用のデータ媒体にデータを書き込むサービス（デー
タエントリーサービス）
③各種（不動産情報、気象情報、科学技術情報など）のデータを収
集、加工、蓄積し、情報として提供するデータベースサービス
④ユーザーの情報処理システム、電子計算機などの管理運営
サービス
⑤市場調査、世論調査などの各種調査サービス

事業所総数=5,433事業所

従業者総数=239,358人

年間売上高総額=5,038,458百万円
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経済産業省「平成20年特定サービス産業実態調査（確報）」より作成

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、名古屋市、

　　大阪市を選定し、東京都（２３区）と比較。

ソフトウエア業の事業所数、従業者数、年間売上高の全国比（2008年）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 ２３区 さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 名古屋市 大阪市

(%)

事業所数（棒グラフ・左）

従業者数（棒グラフ・中）

年間売上高（棒グラフ・右）

事業所総数=12,313事業所

従業者総数=618,519人

年間売上高総額=14,807,020百万円

≪ソフトウエア業≫
　顧客の要請に応じて、以下の業務を営む事業所
①電子計算機のプログラム作成及びその作成に関する調査、分
析、助言などのサービス
②電子計算機のパッケージプログラム（★）の作成及びその作成
に関する調査、分析、助言などのサービス
★プログラムとマニュアルがセットになって箱にパッケージングさ
れているソフトウエア、パソコン等最初から組み込まれて出荷され
ているソフトウエア、ゲーム用ソフトウエア
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25.0

8.1

37.9

東京都 11.7

5.2

4.2
3.93.7

2.4

3.53.13.1

大阪府
6.2

北海道
5.5

愛知県
 5.4

福岡県
 4.4

神奈川県 4.0

兵庫県 3.7
埼玉県 3.5

千葉県 3.1 静岡県 3.2

その他
 49.3

外円　事業所数
84,107所

内円　従業者数
1,429,413人

都道府県別事業所数、従業者数
（％）

銀行業 13.8

証券業、商品先
物取引業 10.9

保険業（保険媒
介代理業、保険
サービス業を含

む） 40.0

郵便貯金取扱機
関、政府関係金融

機関 0.3

貸金業、投資業
等非預金信用

機関 20.8

協同組織
金融業 11.5

補助的金融業、
金融附帯業

2.7

外円　事業所数
9,828所

内円　従業者数
357,835人

都内中分類別事業所数、事業所数
（％）

都道府県別金融、保険業の事業所数、従業者数構成比、都内中分類別構成比（2006年）

総務省「事業所・企業統計」、東京都「東京の産業と雇用就業2009」より作成

25.6

8.2

12.417.4

31.9

2.9

1.6
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成
注）事業所数、従業者数の少ない「郵便貯金取扱機関、政府関係金融機関」、「補助的金融業、金融附帯業」を除いている。

都内金融・保険業における中分類別事業所数、従業者数の全国比（2006年）

20.9

55.9

31.0

15.2

23.7

9.6

35.8

16.6

9.7

9.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

保険業（保険媒介代理業等を含む）

証券業、商品先物取引業

貸金業、投資業務等非預金信用機関

協同組織金融業

銀行業

（％）

事業所数

従業者数

【参考】 金融・保険業の全国比
　　　　　事業所数＝１１．７（％）

　　　　従業者数＝２５．１（％）
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東京都 37.6

その他 29.4

静岡県 2.5

北海道 2.5

千葉県 2.7

福岡県 2.9

埼玉県 3.0

兵庫県 3.1
神奈川県 4.4

愛知県
4.9

大阪府
 7.1

総生産額
３５．８兆円

（％）

都道府県別金融、保険業の生産額構成比（2007年度）

内閣府「県民経済計算」より作成
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都道府県別証券会社全営業所、本店営業所数構成比 

（全国、2009 年）  
 
 

           

その他 20.2

兵庫 1.6

愛知 3.4

大阪6.2

東京 68.5

兵庫 4.5

その他 46.4

神奈川 6.2

愛知 7.1

大阪 8.2

東京 27.6

外円：全営業所

　　　　2,336所

内円：本店営業所

　　　　322所

（％）

 
 
 注 ３月末の値 

資料 日本証券業協会資料 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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都道府県別国内銀行預金高構成比(全国、2009 年３月末） 

 
 

愛知 5.1埼玉 3.9
神奈川

5.6

大阪 9.2

千葉 3.7

その他

 40.3

東京

 32.2

　預金計
595.2兆円

（％）
              
 

注   譲渡性預金を含む 
資料 日本銀行資料 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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貸金業登録業者数の推移(東京都）  

 
        
 

1.5

6.1

-30.4

-2.5

0

2

4

6

8

1999 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09年

-40

-30

-20

-10

0

10
前年比（目盛右）

（千業者）

3月末

（％）

資料 東京都資料 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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297.5

400.1

6.4

9.6

35.6

45.4

0

100

200

300

400

500

1998 99 2000 1 2 3 4 5 06年

農産物 林産物 水産物

455.1

339.5

（億円）
＜参考＞
　国内総生産額（2006年度）
　　農産物　9.7兆円
　　林産物　0.2兆円
　　水産物　1.6兆円

都内農林水産物生産額の推移

資料　東京都産業労働局調べ
農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算（速報）、「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成
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6.0

5.1

7.4

11.9

14.0

11.9

16.3

17.5

18.1

25.5

26.5

54.0

41.2

34.6

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業（24,810人）

林業（294人）

漁業（785人）

30歳未満
30歳代
40歳代
50歳代
60歳以上

都内の年齢別農林漁業就業者構成比（2005年）

資料　総務省「国勢調査」
※「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成
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主な農林水産物の地域別分布（東京都、2005年）

※「グラフィック　東京の産業と雇用就業2009」より転載
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普通畑 73.2 樹園地 22.1

北多摩 34.5 南多摩 23.2 西多摩 19.5

田 3.8 牧草地 0.9

区部 8.9 島しょ 13.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

種類別

地域別

都内種類別、地域別農地面積構成比（2007年）

注　東京都の農地面積は8,090ha
資料　関東農政局「東京農林水産統計年報」
※「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成

91



 
耕地 10ａ当たりの生産農業所得（東京都、2006 年）  
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資料 農林水産省「生産農業所得統計」 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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森林の流域別分布図（東京都、2008 年） 

 

※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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1037

767

（経営体）

都内地域別漁業経営体数、漁獲金額の推移

資料　関東農政局「東京農林水産統計年報」
※「東京の産業と雇用就業2009」（東京都産業労働局）より作成
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種類別水産物生産額構成比（東京都、2007 年）  
 

             

その他の

水産動物

 8.5

魚類　81.1

貝類

4.4

藻類

5.9

その他の

貝類 1.4
とこぶし 1.1

あさり類 1.9

はまだい 4.4

まぐろ類 5.5

かつお類 7.2

きんめだい

22.1

かじき 10.1

たかべ

4.2めだい 4.0

その他の

魚類　23.7

いせえび

 5.8

その他の藻

類 2.4
てんぐさ

 3.6

その他の水産

動物2.7

生産額
37.4億円

 

資料 東京都産業労働局調べ 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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